予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：交通指導取締費　　　
	事業名　新　新交通事故総合管理システム導入費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　警察本部　交通部　交通企画課　電話番号：058-271-2424（内5021 ）

　　　　　　　E-mail：c18890@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　121,941千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	121,941
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	121,941

	決定額
	121,941
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	121,941


　
２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　栃木県で登校中の児童の列に車両が突っ込んだ痛ましい事故は記憶に新しいが、警察庁は、同種の重大事故の発生を懸念し、頻回事故歴者の把握に必要となる物件事故を含む事故データのシステム化を全国に指示しており、現在、データ化未実施県は岐阜県を含む８県のみとなっている。

当県では、平成12年に現在運用中の交通事故総合管理システムを整備したが、このシステムは人身交通事故のみを対象としたものであり、物件事故を含むデータ化には至っておらずシステム開発が急務となっている。

また、減少傾向にあった交通事故死者数も、昨年は121人（前年比＋19人）と増加に転じ、今年度も9月末現在で97人（前年比＋9人）となっており、新システムの分析機能等による、きめ細やかな事故分析を各種施策に活用する必要に迫られている。
（２）事業内容

　　　新交通事故総合管理システムの開発、維持

　・全体事業費　185,413,911円（5年リース）
　・スケジュール　平成26年度　総合評価委員会開催、設計・開発等

　　　　　　　　　平成27年度　4月～　運用開始

　・債務負担行為　64,000千円（平成26年度～平成31年度）　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　「第9次岐阜県交通安全計画」の目標に向けた交通安全対策は、県の対策

であり、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	200
	総合評価委員会開催に係る経費

	旅費
	16
	

	委託料
	121,725
	新交通事故総合管理システムの構築

	合計
	121,941
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「岐阜県長期構想」
5-Ⅰ-4　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
　　　　　○交通事故を防止する
　　　「第9次岐阜県交通安全計画」
①道路交通環境の整備
②交通安全思想の普及徹底
（２）国・他県の状況

　　・　全国における物件事故のデータ化未実施県は岐阜県を含む８県のみ。

　　・　緯度、経度の未入力の県は岐阜県のみ。
（３）後年度の財政負担

	年度
	27年度
	28年度
	29年度
	30年度
	31年度

	使用料及び賃借料
	8,675
	18,833
	8,675
	18,833
	8,675


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　第9次岐阜県交通安全計画に基づき、平成27年までに交通事故死者数を100人以下、死傷者数を13,000人以下とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	交通事故死者数
（人）
	121　
（H24）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	100
（H27）
	％


	交通事故死傷者数
（人）
	13,687
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	13,000
（H27）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくりのため、交通事故防止の事業は最重要の施策であり、的確な事故防止対策を検討するため、より正確で迅速な事故分析が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　交通事故死者数の減少が頭打ちとなっている中、より的確な事故防止対策を検討するため、物件事故をデータ化し危険箇所の早期把握及び対策効果の検証を行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　タイムリーな交通事故分析結果の発信、地図データとマッチングした視覚に訴える分析結果を県民に広報することにより、交通事故を減らすように注意喚起することができる。


